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１ 地方公会計の概要について 

 

各地方公共団体の会計制度は，経済取引の記帳を現金の収入・収支として一

面的に行う簿記の手法「単式簿記」を採用しています。ところが単式簿記は，

発生主義の複式簿記を採用する企業会計と比べ，過去から積み上げた資産や負

債などの状況を把握できないことや減価償却や引当金等の会計手続の概念がな

いという弱点がありました。 

そこで，総務省では「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための

指針の策定について」（平成１８年８月３１日付総務事務次官通知総行整第２

４号）及び「公会計の整備推進について」（平成１９年１０月１７日付総務省

自治財政局長通知総財務第２１８号）等に基づき，ストック情報（資産・負債 

）の総体の一覧的把握が可能な「複式簿記」を採用するよう各地方公共団体に

要請しました。 

この要請に基づき，各地方公共団体では公会計の整備に取り組んできました 

が，平成２７年１月に「統一的な基準による地方公会計マニュアル」により，

すべての地方公共団体がこの統一的な基準での財務書類を作成し，公表するこ

ととされました。 

 

 

２ 統一的な基準の特徴 

 

統一的な基準に基づく財務書類は，会計処理方式として発生主義・複式簿記

を採用し，歳入歳出データから複式仕訳を作成することにより，現金取引（歳

入・歳出）のみならず，フロー情報（期中の収益・費用及び純資産の内部構成

の変動）及びストック情報（資産・負債・純資産の期末残高）を網羅的かつ誘

導的に記録・表示することができます。 

また，各地方公共団体が「統一的な基準」による財務書類を作成・開示する

ことから，各団体間での比較の可能性が確保されます。 

 

 

３ 作成基準日等 

 

作成基準日は，会計年度の最終日である令和３年３月３１日です。なお，出

納整理期間（会計年度終了後の４月１日から５月３１日）が設けられている会

計においては，出納整理期間における現金の受払い等が終了した計数をもって

計上しています。 
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４ 統一的な基準による財務書類の概要 

 

統一的な基準による財務書類は，「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純

資産変動計算書」及び「資金収支計算書」の４表から構成されています。 

区 分 内 容 

 

 

貸借対照表 

（ＢＳ） 

 

会計年度末（基準日）時点で，どのような資産を保

有しているのか（資産保有状況）と，その資産がどの

ような財源でまかなわれているか（財源調達状況）を

対照表示した財務書類です。基準日時点における財政

状態（資産・負債・純資産といったストックの残高及

び内訳）が明らかにされます。 

 

 

 

 

 

行政コスト計算書

（ＰＬ） 

一会計期間において，資産形成に結びつかない行政

活動に係る費用と，その行政活動と直接の対価性のあ

る使用料・手数料などの収益を対比させた財務書類で

す。これにより，その差額として，一会計期間中の行

政活動のうち，資産形成に結びつかない行政活動につ

いて税収等でまかなうべき行政コスト（純行政コスト 

）が明らかにされます。また，現金収支を伴わない減

価償却費や退職手当引当金といった各種引当金等も費

用として計上します。 

 

 

 

純資産変動計算書

（ＮＷ） 

貸借対照表の純資産が１年間でどのように変動した

かを表す財務書類です。地方税，地方交付税などの税

収等や国県等補助金が純資産の増加要因として計上さ

れ，行政コスト計算書で算出された純行政コストが純

資産の減少要因として計上されることなどを通じて，

１年間の純資産の変動が明らかにされます。 

 

 

資金収支計算書 

（ＣＦ） 

一会計期間中における行政活動に伴う現金の受払い

を「業務活動収支」，「投資活動収支」，「財務活動

収支」の３つの区分に分けて表示した財務書類です。 
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以上の財務書類４表の相互関係を示すと，次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は，資金収支計算書の本年度末資金

残高に本年度末歳計外現金残高を足したものと対応します。 

※２ 貸借対照表の「純資産」の金額は，純資産変動計算書の本年度末残高と対応しま

す。 

※３ 行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は，純資産変動計算書に記載されま

す。 

  

行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

経常費用 前年度末残高 業務活動収支

経常収益 純行政コスト 投資活動収支

臨時損失 財源 財務活動収支

　　うち

　現金預金
臨時利益 固定資産等の変動 前年度末残高

純資産 純行政コスト 本年度末残高 本年度末残高

負債

貸借対照表

　
資産

※１

※２ +本年度末

歳計外現金残高

※３
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５ 一般会計財務書類 

 ⑴ 貸借対照表（令和３年３月３１日現在） 

 

 

令和２年度末における一般会計の資産は１４億９１万７千３１８円で，事業

用資産が６億４千８８６万５千６７１円であり有形固定資産の約６４％を占め

ています。 

基金にあっては職員退職手当基金を積み立てており，３億６千４５９万１千

６５６円となっています。 

一方，将来世代の負担分である負債は，１１億７千２０７万２１１円で，退職

手当引当金が１０億７千２０２万７千４９７円とその大部分を占めています。 

この結果，資産と負債の差額であり，過去及び現世代の負担分を表す純資産は，

２億２千８８４万７千１０７円となっています。 

 

管内１人当たりの貸借対照表 

資 産 

 

16,546 円 

負 債 

13,843 円 

純資産 

2,703 円 

※管内人口 84,666 人（住民基本台帳人口 令和 3年 3 月末） 
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⑵ 行政コスト計算書（令和２年４月１日～令和３年３月３１日） 

 

令和２年度における一般会計の経常費用は１９億２千８１３万５千８３４円で，人件

費が１５億５３９万５千７９９円と割合が高く，つづいて物件費が３億９千９９２万３

千７５１円，補助金等や社会保障給付、他会計への繰出金などから構成される移転費用

が２千２４４万７千８８８円となっています。 

使用料及び手数料などから構成される経常収益は，４４７万２千８７２円であり，経

常収益から経常費用を控除した純経常行政コストは１９億２千３６６万２千９６２円

となっています。 

次に，災害復旧事業費や資産除売却損などから構成される臨時損失が２円であり，純

経常行政コストから臨時損失を控除し臨時利益を加えた，税収等でまかなうべき純行政

コストは１９億２千３６６万２千９６４円となっています。 

（単位：円）

金　　　額

経常費用 1,928,135,834

業務費用 1,905,687,946

人件費 1,505,395,799

職員給与費 1,397,763,838

賞与等引当金繰入額 93,642,417

退職手当引当金繰入額 13,046,544

その他 943,000

物件費等 399,923,751

物件費 183,532,199

維持補修費 16,335,294

減価償却費 198,929,364

その他 1,126,894

その他の業務費用 368,396

支払利息 368,396

徴収不能引当金繰入額 -

その他 -

移転費用 22,447,888

補助金等 20,929,688

社会保障給付 -

他会計への繰出金 -

その他 1,518,200

経常収益 4,472,872

使用料及び手数料 2,132,550

その他 2,340,322

純経常行政コスト △ 1,923,662,962

臨時損失 2

災害復旧事業費 -

資産除売却損 2

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 -

臨時利益 -

資産売却益 -

その他 -

純行政コスト △ 1,923,662,964

科　　　　　　　　　目
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管内１人当たりの行政コスト計算書 

 

※管内人口 84,666 人（住民基本台帳人口 令和 3年 3月末） 

 

 

 ⑶ 純資産変動計算書（令和２年４月１日～令和３年３月３１日） 

 

 令和２年度末における一般会計の純資産残高は２億２千８８４万７千１０７

円で，期首の２億１千９６６万８千５２円から９１７万９千５５円増加してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：円）
金　額 金　額

経常費用 22,773 純経常行政コスト △ 22,721

業務費用 22,508

人件費 17,780

物件費等 4,724 臨時損失 0

その他の業務費用 4 臨時利益 -

移転費用 265

経常収益 53

使用料及び手数料 25

その他 28 純行政コスト △ 22,721

科　　　　　目科　　　　　目
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 ⑷ 資金収支計算書（令和２年４月１日～令和３年３月３１日） 

 

 令和２年度における一般会計の年度末資金残高は１千９３１万４千５２３円

で，期首の２千２７３万３千５３１円と比較し３４１万９千８円減少していま

す。 

 業務活動収支は，税収等や業務活動に充当した国県等補助金収入などから，物

件費等支出，人件費支出などを控除したもので４千６８２万２千１３０円の黒

字となっています。 

 投資活動収支は，資産形成に充当した国県等補助金収入や基金取崩収入など

の投資活動収入から公共施設等整備費支出や基金積立金支出などの投資活動収

支を控除したもので３千９９３万６千５５６円の赤字となっています。 

 財務活動収支は，財務活動収入から地方債償還支出などの財務活動支出を控

除したもので１千３０万４千５８２円の赤字となっており，後年度負担軽減を

図るため地方債残高の減少に取り組んでいることがわかります。 

 

 

 

（単位：円）

金　　　額

【業務活動収支】

業務支出 1,839,418,210

業務収入 1,886,240,340

臨時支出 -

臨時収入 -

業務活動収支 46,822,130

【投資活動収支】

投資活動支出 39,936,556

投資活動収入 -

投資活動収支 △ 39,936,556

【財務活動収支】

財務活動支出 10,304,582

財務活動収入 -

財務活動収支 △ 10,304,582

本年度資金収支額 △ 3,419,008

前年度末資金残高 22,733,531

本年度末資金残高 19,314,523

前年度末歳計外現金残高 366,066

本年度歳計外現金増減額 63,536

本年度末歳計外現金残高 429,602

本年度末現金預金残高 19,744,125

科　　　　　　　　　目
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６ 一般会計財務書類からわかる財務指標 

 ⑴ 資産の状況 

  ア 住民一人当たりの資産額 

資産額を管内人口で余して住民一人当たりの資産額とすることによ 

り，住民等にとって理解しやすい情報になります。 

 

  ※ 算定式：資産合計÷管内人口 

   資産合計：貸借対照表の資産合計 

   管内人口：住民基本台帳人口 3月末 

 

   住民一人当たりの資産額は，令和元年度と比較して４５０円上がって 

  います。その要因としては，消防車等の、物品の新規取得によるもので

す。 

 資産保有量が多い場合，住民へのサービスが十分に行えているといえま 

すが，その反面，施設の維持管理や更新等にコストがかかり，結果として 

財政状況を圧迫する要因となりえます。 

  当組合の庁舎は，消防組合は，１消防本部，３消防署，７出張所あり，消 
防庁舎１１施設，車庫及び倉庫棟が３施設の合計１４施設あり，消防力の整 
備指針に基づく消防署所数は，地域の実情を加味して充足率は１００％と 
なっています。 

 

 

 

 

 

（単位：円、人）

令和元年度 令和２年度

資産合計 1,388,787,549 1,400,917,318

人口 86,282 84,666

該当値 16,096 16,546
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イ 歳入額対資産比率 

当年度の歳入総額に対する資産の比重を算出することにより，これま 

でに形成されたストックとしての資産が歳入の何年分に相当するかを表 

し，団体の資産形成の度合いを測ることができます。なお，過度の社会資 

本整備は将来の維持管理費用の増大につながるため，必ずしも数値が大 

きいことが望ましいとは限りません。 

  ※ 算定式：資産合計÷歳入総額 

 

   固定資産の取得により資産が増加し，歳入総額も減少しているため，歳

入額対資産比率は増加しています。 

 

  ウ 有形固定資産減価償却率 

    有形固定資産のうち，償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額

の割合を算出することにより，耐用年数に対して資産の取得からどの程

度経過（老朽化）しているかを全体として把握することができます。 

   ※ 算定式：減価償却累計額÷（有形固定資産合計‐土地等の非償却資

産 +減価償却累計額） 

   ※ 土地等の非償却資産は，土地，立木竹，建設仮勘定，インフラ資産

の土地，建設仮勘定及び物品の合計。 

 

    有形固定資産減価償却率は，事業用資産のうち建物及び工作物の固定 

資産減価償却率が高いことが影響しています。 

 施設全体をみると建築から３５年以上が経過している庁舎が大半で老 

朽化が進んでいるといえます。 

公共施設等総合管理計画に基づき点検や診断により計画的な予防保全 

等，老朽化対策に努めていく必要があります。 

（単位：円、年）

令和元年度 令和２年度

資産合計 1,388,787,549 1,400,917,318

歳入総額 1,986,919,365 1,908,973,871

歳入額対資産比率 0.70年分 0.73年分

（単位：円、%）

令和元年度 令和２年度

減価償却累計額 2,428,357,052 2,520,624,107

有形固定資産合計 3,469,674,704 3,537,205,644

土地等の非償却資産 2,098,447,925 2,199,448,109

老朽化比率 63.9% 65.3%
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エ 有形固定資産の行政目的別割合 

    行政分野ごとの社会資本形成の比重を把握することができます。 

 

  

⑵ 資産と負債の比率 

  ア 純資産比率 

    地方公共団体は，地方債の発行を通じて将来世代と現世代の負担の配 

分を行います。よって，純資産の減少は，現世代が将来世代にとっても

利用可能であった資源を費消して便益を享受する一方で，将来世代に負

担が先送りされたことを意味し，逆に，純資産の増加は，現世代が自ら

の負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したものといえます。

この指標では，公共資産全体に対する現世代が負担してきた割合を表し

ます。 

   ※ 算定式：純資産合計÷資産合計 

                            （単位：円、%） 

 

 

 

 

 

     純資産比率は，依然低い状況で負債に依存した財政構造と言えま 

す。負債の部にある地方債は一部償還したことにより減っています 

が，退職手当引当金の割合が多く，負債の部の大半を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：円、%）

有形固定資産の

行政目的別明細
金額 割合 金額 割合

消防 1,040,413,600 99.9% 1,016,129,508 99.96%

総務 904,052 0.1% 452,029 0.04%

合計 1,041,317,652 100.0% 1,016,581,537 100.0%

令和元年度 令和２年度

 令和元年度 令和２年度 

純資産合計 219,668,052 228,847,107 

資産合計 1,388,787,549 1,400,917,318 

純資産比率 15.8％ 16.3％ 
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イ 将来世代負担比率 

    社会資本等について将来の償還等が必要な負債による形成割合（公共 

資産等形成充当負債の割合）を算出することにより，社会資本等形成に 

係る将来世代の負担の比重を把握することができます。この比率が高い 

ほど将来世代が負担する割合が高いといえます。 

※ 算定式：地方債合計（特例地方債を除く。）÷有形・無形固定資産

合計 

  地方債合計：貸借対照表の地方債と1年以内償還予定地方債の合計

より必ずしも社会資本等形成に充当されない特例的な地方債として，

臨時財政対策債，減収補てん債特例分，減税補てん債，臨時税収補て

ん債，臨時財政特例債の合計を除いたもの。 

                           （単位：円、%） 

 令和元年度 令和２年度 

地方債残合計 16,275,277 5,970,695 

有形・無形固定資産合計 1,041,317,652 1,016,581,537 

将来世代負担比率 1.5％ 0.6％ 

     将来世代負担率が低いことは，健全な運営ができていることを示し

ています。しかし，大半の庁舎で老朽化が進んでいることから仮に20

年後，庁舎の更新等を計画的に実施した場合，将来，地方債が膨らむ

ことが予測されます。 

 

 ⑶ 負債の状況 

  ア 住民一人当たり負債額 

    負債額を管内人口で余して住民一人当たり負債額とすることにより， 

理解しやすい情報となります。 

   ※ 算定式：負債合計÷管内人口 

     管内人口：住民基本台帳人口 3 月末 

（単位：円、人） 

                                 

 

 

 

 

    一人当たり負債額は，令和元年度と比べて負債合計の増加及び管内人

口の減少に伴い，上がっています。今後も事業の必要性や緊急性を精査

し，負債額の抑制に努めます。 

 令和元年度 令和２年度 

負債合計 1,169,119,497 1,172,070,211 

管内人口 86,282人 84,666 人 

一人当たり負債額 13,550 13,843 
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  イ 基礎的財政収支 

    地方債等の元利償還額を除いた歳出と，地方債等発行収入を除いた歳 

入バランスを示す指標となり，プライマリーバランスが均衡している場 

合には，経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する地方 

債の比率は，増加せず維持可能な財政運営であるといえます。 

 人件費の抑制に伴い業務活動支出の人件費支出が減少したことによ

り，前年度と比べ基礎的財政収支は上がっています。 

   ※ 算定式：業務活動収支（支払利息支出除く）+ 投資活動収支（基

金積立金支出及び基金取崩収入除く） 

                             （単位：円） 

 令和元年度 令和２年度 

基礎的財政収支 16,833,576 47,190,526 

      

 ⑷ 行政コストの状況 

   住民一人当たり行政コスト 

    行政コスト計算書で算出される行政コストを管内人口で余して住民一 

人当たりの行政コストとすることにより，行政活動の効率性を見ること

ができます。 

※ 算定式：純行政コスト÷管内人口 

     管内人口：住民基本台帳人口 3 月末 

                                  （単位：円、人） 

 

 

 

 

 

    純行政コストのうち，その大半が人件費となっています。 

 近年、消防を取り巻く環境は大きく変化しています。当組合は、複雑

多様化する各種災害に対応するため、その人材、知識、経験、装備をフ

ル活用し，備えなければなりません。しかし、団塊世代の大量退職に伴

い、経験豊富な職員が減少しており、その技術・知識の継承をいかに行

うかが喫緊の課題となっています。また、様々な社会情勢の変化に柔軟

に対応するため、当組合では人材育成基本計画を策定し，これに基づき

人材育成を行い消防力の強化に努めています。 

 

 令和元年度 令和２年度 

純行政コスト 2,063,959,606  1,923,662,964 

管内人口 86,282 人 84,666 人 

一人当たり行政コスト 23,921 22,721 
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注 記 

 

 １ 重要な会計方針 

  ⑴ 有形固定資産の評価基準及び評価方法 

ア 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし，開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおり 

です。 

（ア） 昭和５９年度以前に取得したもの・・・・・・再調達原価 

（イ） 昭和６０年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・再調達原価 

⑵ 有形固定資産等の減価償却の方法 

ア 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・定額法 

⑶ 引当金の計上基準及び算定方法 

ア 退職手当引当金 

  期末自己都合要支給額を計上しています。 

イ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法 

定福利費相当額の見込額について，それぞれ本会計年度の期間に対応 

する部分を計上しています。 

⑷ 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金） 

なお，現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受 

払いを含みます。 

⑸ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

ア 物品の計上基準 

取得価額又は見積価格が５０万円以上の場合に資産として計上して 

    います。ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 
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２ 追加情報 

 ⑴ 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

ア 地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている 

会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後 

の計数をもって会計年度末の計数としています。 

⑵ 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

ア 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額 

を計上しています。 

イ 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち，固定資産等形成分を差し引いた金額を計上し 

ています。 

 

 



決算対象年度 ：  令和02年度
会計 ：  一般会計

（ 単位： 円）

金　 　 額 金　 　 額
【 資産の部】 【 負債の部】

固定資産 1, 381, 173, 193 固定負債 1, 072, 027, 497
有形固定資産 1, 016, 581, 537 地方債 -

事業用資産 648, 865, 671 地方債 -
土地 - 臨時財政対策債 -
立木竹 - 長期未払金 -
建物 957, 906, 898 退職手当引当金 1, 072, 027, 497
建物減価償却累計額 △ 566, 560, 970 損失補償等引当金 -
工作物 379, 850, 637 その他 -
工作物減価償却累計額 △ 122, 330, 894 リ ース債務 -
船舶 - その他固定負債 -
船舶減価償却累計額 - 流動負債 100, 042, 714
浮標等 - １ 年内償還予定地方債 5, 970, 695
浮標等減価償却累計額 - 地方債 5, 970, 695
航空機 - 臨時財政対策債 -
航空機減価償却累計額 - 未払金 -
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収益 -

イ ン フ ラ 資産 - 賞与等引当金 93, 642, 417
土地 - 預り 金 429, 602
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - リ ース債務 -
工作物 - その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 - 1, 172, 070, 211
その他 - 【 純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 1, 381, 173, 193
建設仮勘定 - 余剰分（ 不足分） △ 1, 152, 326, 086

物品 2, 199, 448, 109
物品減価償却累計額 △ 1, 831, 732, 243

無形固定資産 -
ソ フ ト ウェ ア -

ソ フ ト ウェ ア -
ソ フ ト ウェ ア減価償却累計額 -
ソ フ ト ウェ ア仮勘定 -

その他 -
その他無形固定資産 -
その他減価償却累計額 -
その他無形仮勘定 -

投資その他の資産 364, 591, 656
投資及び出資金 -

有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 364, 591, 656

減債基金 -
その他 364, 591, 656

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 19, 744, 125
現金預金 19, 744, 125

歳計現金 19, 314, 523
歳計外現金 429, 602

未収金 -
短期貸付金 -
基金 -

財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 228, 847, 107

1, 400, 917, 318 1, 400, 917, 318資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

貸借対照表（ 備北地区消防組合)
令和　 ３ 年　 ３ 月３ １ 日現在

科　 　 　 　 　 　 目 科　 　 　 　 　 　 目



決算対象年度 ：  令和02年度
会計 ：  一般会計

（ 単位： 円）
金　 　 　 額

経常費用 1, 928, 135, 834
業務費用 1, 905, 687, 946

人件費 1, 505, 395, 799
職員給与費 1, 397, 763, 838

給料 703, 546, 430
時間外手当 20, 916, 877
その他職員手当等 673, 300, 531

賞与等引当金繰入額 93, 642, 417
退職手当引当金繰入額 13, 046, 544
その他 943, 000

物件費等 399, 923, 751
物件費 183, 532, 199
維持補修費 16, 335, 294
減価償却費 198, 929, 364

事業用建物 19, 188, 151
事業用工作物 14, 260, 535
事業用船舶 -
事業用浮標等 -
事業用航空機 -
事業用その他 -
イ ン フ ラ 建物 -
イ ン フ ラ 工作物 -
イ ン フ ラ その他 -
物品 165, 480, 678
ソ フ ト ウェ ア -
その他無形 -

その他 1, 126, 894
その他の業務費用 368, 396

支払利息 368, 396
徴収不能引当金繰入額 -
その他 -

費用調整勘定 -
その他 -

移転費用 22, 447, 888
補助金等 20, 929, 688
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 1, 518, 200

経常収益 4, 472, 872
使用料及び手数料 2, 132, 550
その他 2, 340, 322

収益調整勘定 -
その他 2, 340, 322

純経常行政コ スト △ 1, 923, 662, 962
臨時損失 2

災害復旧事業費 -
資産除売却損 2
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コ スト △ 1, 923, 662, 964

行政コ スト 計算書（ 備北地区消防組合)
自　 令和　 ２ 年　 ４ 月　 １ 日
至　 令和　 ３ 年　 ３ 月３ １ 日

科　 　 　 　 　 　 　 　 　 目



決算対象年度 ：  令和02年度
会計 ：  一般会計

（ 単位： 円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（ 不足分）

前年度末純資産残高 219, 668, 052 1, 365, 687, 952 △ 1, 146, 019, 900
純行政コ スト （ △） △ 1, 923, 662, 964 △ 1, 923, 662, 964
財源 1, 882, 052, 268 1, 882, 052, 268

税収等 1, 881, 987, 920 1, 881, 987, 920
地方税 - -
地方譲与税 - -
税交付金 - -
地方特例交付金 - -
地方交付税 - -
寄附金 - -
他会計繰入金 - -
その他 1, 881, 987, 920 1, 881, 987, 920

国県等補助金 64, 348 64, 348
本年度差額 △ 41, 610, 696 △ 41, 610, 696
固定資産の変動（ 内部変動） △ 35, 304, 510 35, 304, 510

有形固定資産等の増加 123, 403, 500 △ 123, 403, 500
有形固定資産等の減少 △ 198, 929, 366 198, 929, 366
貸付金・ 基金等の増加 40, 221, 356 △ 40, 221, 356
貸付金・ 基金等の減少 - -

資産評価差額 - -
無償所管換等 50, 789, 751 50, 789, 751
内部取引 - -
その他 - -

固定資産照合勘定 - -
固定資産売却収入 - -
固定資産連携（ 売却価額） - -

その他純資産変動 - -
本年度純資産変動額 9, 179, 055 15, 485, 241 △ 6, 306, 186
一般財源等充当調整額 - -
本年度末純資産残高 228, 847, 107 1, 381, 173, 193 △ 1, 152, 326, 086

純資産変動計算書（ 備北地区消防組合)
自　 令和　 ２ 年　 ４ 月　 １ 日
至　 令和　 ３ 年　 ３ 月３ １ 日

科　 　 　 　 　 　 　 　 　 目



決算対象年度 ：  令和02年度
会計 ：  一般会計

（ 単位： 円）
金　 　 　 額

【 業務活動収支】
業務支出 1, 839, 418, 210

業務費用支出 1, 816, 970, 322
人件費支出 1, 492, 204, 039
物件費等支出 324, 397, 887
支払利息支出 368, 396
その他の支出 -

支出調整勘定 -
その他の支出 -

移転費用支出 22, 447, 888
補助金等支出 20, 929, 688
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 1, 518, 200

業務収入 1, 886, 240, 340
税収等収入 1, 881, 987, 920
国県等補助金収入 64, 348
使用料及び手数料収入 2, 132, 550
その他の収入 2, 055, 522

収入調整勘定 -
その他の収入 2, 055, 522

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 46, 822, 130
【 投資活動収支】

投資活動支出 39, 936, 556
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 39, 936, 556
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 -
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 39, 936, 556
【 財務活動収支】

財務活動支出 10, 304, 582
地方債償還支出 10, 304, 582
その他の支出 0

財務活動収入 -
地方債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 △ 10, 304, 582
本年度資金収支額 △ 3, 419, 008
一般財源等充当調整額 -

業務活動 -
投資活動 -
財務活動 -

前年度末資金残高 22, 733, 531
本年度末資金残高 19, 314, 523

前年度末歳計外現金残高 366, 066
本年度歳計外現金増減額 63, 536
本年度末歳計外現金残高 429, 602
本年度末現金預金残高 19, 744, 125

資金収支計算書（ 備北地区消防組合)
自　 令和　 ２ 年　 ４ 月　 １ 日
至　 令和　 ３ 年　 ３ 月３ １ 日

科　 　 　 　 　 　 　 　 　 目



決算対象年度 ：  令和02年度
会計 ：  一般会計

（ 単位： 円）

前年度末残高
（ A）

本年度増加額
（ B）

本年度減少額
（ C）

本年度末残高
( A) ＋( B) －( C)

（ D）

本年度末
減価償却累計額

（ E）
本年度償却額

（ F）

本年度末
減損損失累計額

（ G）
本年度減損額

（ H）

差引本年度末残高
（ D) －( E) －( G)

（ I ）

事業用資産 1, 371, 226, 779 - 33, 469, 244 1, 337, 757, 535 688, 891, 864 33, 448, 686 - - 648, 865, 671

土地 - - - - - - - - -

立木竹 - - - - - - - - -

建物 991, 376, 142 - 33, 469, 244 957, 906, 898 566, 560, 970 19, 188, 151 - - 391, 345, 928

工作物 379, 850, 637 - - 379, 850, 637 122, 330, 894 14, 260, 535 - - 257, 519, 743

船舶 - - - - - - - - -

浮標等 - - - - - - - - -

航空機 - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - - - - -

イ ンフ ラ 資産 - - - - - - - - -

土地 - - - - - - - - -

建物 - - - - - - - - -

工作物 - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - - - - -

物品 2, 098, 447, 925 207, 662, 495 106, 662, 311 2, 199, 448, 109 1, 831, 732, 243 165, 480, 678 - - 367, 715, 866

3, 469, 674, 704 207, 662, 495 140, 131, 555 3, 537, 205, 644 2, 520, 624, 107 198, 929, 364 - - 1, 016, 581, 537

有形固定資産の明細（ 備北地区消防組合)
令和　 ３ 年　 ３ 月３ １ 日現在

区　 　 　 　 　 　 　 　 分

合計



決算対象年度 ：  令和02年度
会計 ：  一般会計

（ 単位： 円）

生活イ ンフ ラ ・ 国土
保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 警察 その他 合計

事業用資産 - - - - - 648, 865, 671 - - - 648, 865, 671

土地 - - - - - - - - - -

立木竹 - - - - - - - - - -

建物 - - - - - 391, 345, 928 - - - 391, 345, 928

工作物 - - - - - 257, 519, 743 - - - 257, 519, 743

船舶 - - - - - - - - - -

浮標等 - - - - - - - - - -

航空機 - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - - - - - -

インフ ラ 資産 - - - - - - - - - -

土地 - - - - - - - - - -

建物 - - - - - - - - - -

工作物 - - - - - - - - - -

その他 - - - - - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - - - - - -

物品 - - - - - 367, 263, 837 452, 029 - - 367, 715, 866

- - - - - 1, 016, 129, 508 452, 029 - - 1, 016, 581, 537

有形固定資産の行政目的別明細（ 備北地区消防組合)
令和　 ３ 年　 ３ 月３ １ 日現在

区　 　 　 　 　 分

合計



決算対象年度 ：  令和02年度
会計 ：  一般会計

（ 単位： 円）

生活イ ンフ ラ ・ 国土
保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 警察 その他 合計

経常費用 - - 25, 535, 000 - - 1, 468, 298, 088 433, 934, 350 - 368, 396 1, 928, 135, 834
業務費用 - - 25, 535, 000 - - 1, 458, 322, 318 421, 462, 232 - 368, 396 1, 905, 687, 946

人件費 - - 25, 535, 000 - - 1, 172, 687, 535 307, 173, 264 - - 1, 505, 395, 799
職員給与費 - - 25, 535, 000 - - 1, 084, 065, 570 288, 163, 268 - - 1, 397, 763, 838

給料 - - - - - 578, 179, 910 125, 366, 520 - - 703, 546, 430
時間外手当 - - - - - 18, 930, 774 1, 986, 103 - - 20, 916, 877
その他職員手当等 - - 25, 535, 000 - - 486, 954, 886 160, 810, 645 - - 673, 300, 531

賞与等引当金繰入額 - - - - - 77, 784, 758 15, 857, 659 - - 93, 642, 417
退職手当引当金繰入額 - - - - - 10, 837, 207 2, 209, 337 - - 13, 046, 544
その他 - - - - - - 943, 000 - - 943, 000

物件費等 - - - - - 285, 634, 783 114, 288, 968 - - 399, 923, 751
物件費 - - - - - 71, 572, 128 111, 960, 071 - - 183, 532, 199
維持補修費 - - - - - 15, 384, 904 950, 390 - - 16, 335, 294
減価償却費 - - - - - 198, 477, 341 452, 023 - - 198, 929, 364

事業用建物 - - - - - 19, 188, 151 - - - 19, 188, 151
事業用工作物 - - - - - 14, 260, 535 - - - 14, 260, 535
事業用船舶 - - - - - - - - - 0
事業用浮標等 - - - - - - - - - 0
事業用航空機 - - - - - - - - - 0
事業用その他 - - - - - - - - - 0
イ ン フ ラ 建物 - - - - - - - - - 0
イ ン フ ラ 工作物 - - - - - - - - - 0
イ ン フ ラ その他 - - - - - - - - - 0
物品 - - - - - 165, 028, 655 452, 023 - - 165, 480, 678
ソ フ ト ウェ ア - - - - - - - - - 0
その他無形 - - - - - - - - - 0

その他 - - - - - 200, 410 926, 484 - - 1, 126, 894
その他の業務費用 - - - - - - - - 368, 396 368, 396

支払利息 - - - - - - - - 368, 396 368, 396
徴収不能引当金繰入額 - - - - - - - - - 0
その他 - - - - - - - - - 0

費用調整勘定 - - - - - - - - - 0
その他 - - - - - - - - - 0

移転費用 - - - - - 9, 975, 770 12, 472, 118 - - 22, 447, 888
補助金等 - - - - - 8, 560, 970 12, 368, 718 - - 20, 929, 688
社会保障給付 - - - - - - - - - 0
他会計への繰出金 - - - - - - - - - 0
その他 - - - - - 1, 414, 800 103, 400 - - 1, 518, 200

経常収益 1, 094 - - - - 28, 450 3, 843, 106 - 600, 222 4, 472, 872
使用料及び手数料 - - - - - - 2, 132, 550 - - 2, 132, 550
その他 1, 094 - - - - 28, 450 1, 710, 556 - 600, 222 2, 340, 322

収益調整勘定 - - - - - - - - - 0
その他 1, 094 - - - - 28, 450 1, 710, 556 - 600, 222 2, 340, 322

純経常行政コ スト 1, 094 - △ 25, 535, 000 - - △ 1, 468, 269, 638 △ 430, 091, 244 - 231, 826 △ 1, 923, 662, 962
臨時損失 - - - - - 2 - - - 2

災害復旧事業費 - - - - - - - - - 0
資産除売却損 - - - - - 2 - - - 2
投資損失引当金繰入額 - - - - - - - - - 0
損失補償等引当金繰入額 - - - - - - - - - 0
その他 - - - - - - - - - 0

臨時利益 - - - - - - - - - 0
資産売却益 - - - - - - - - - 0
その他 - - - - - - - - - 0

純行政コ スト 1, 094 - △ 25, 535, 000 - - △ 1, 468, 269, 640 △ 430, 091, 244 - 231, 826 △ 1, 923, 662, 964

行政コ スト 計算書に係る行政目的別の明細（ 備北地区消防組合)
自　 令和　 ２ 年　 ４ 月　 １ 日
至　 令和　 ３ 年　 ３ 月３ １ 日

区　 　 　 　 　 分


